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■研究論文■

エネルギー・資源

土壌熱源型ﾋー ﾄボﾝプ式地域冷暖房ｼｽﾃﾑの西新宿地区における
フイジビリティーと夏季廃熱削減効果
FeasibilityofaRegional-ScaleHeatSupplyandAir-ConditioningSystemUsingaGroundSourceHeat

PumparoundtheNishi-ShinjukuAreaandltsEffectonReducingAnthropogenicHeatinSummer

玄地裕＊・近藤裕昭*＊・亀卦川幸浩**＊・小宮山宏***＊

YutakaGenchiHiroakiKondoYukihiroKikegawaHiroshiKomiyama

（原稿受付日1998年11月16日，受理日1999年4月14日）

Abstract

Wepresentafesibilitystudyandassessmentofthepotentialexhaustheatreductionresulting
fromtheestablishmentofaregionalairconditioningsystemaroundtheNishi-Shinjukuarea,one
ofthelargestconsumptionareasinTokyo・Thesystemusesagroundsourceheatpumpwhich
suppressesemissionofexhaustanthropogenicheatandtherebyactsasapossiblecountermeasure
againsttheheatislandeffect.

Therequiredundergroundheatexchangerlengthwasestimatedbyaone-dimensionalheat

conductionequation,assumingagenerallyusedheatpumpprocesstemperaturelevel.We

concludedthatevenduringthesummerperiodwherethelargestdailyheatconsumptionoccurred,

agroundsourceheatpumpsystemwitha3mpitch,234mlongundergroundheatexchanger
installedoveronly0.21km'oftheNishi-Shinjukuareacouldeffectivelyseqestermostofthe
generatedanthropogenicheat.Thetotalreductionanddistributionofanthropogenicheatinthe
areaduetotheintroductionofthissystemwereestimatedforAugust,theperiodwhentheheat

islandeffectinthemostseriousinTokyo,assumingthateachbuidinghasitsownindependent
coolingsystem.Undertheseconditionswithouttheintroductionofthegroundsourceheatpump
system,thedailyaveragedanthropogenicheatemissionintheNishi-Shinjukuareawas76.8W/
m2andreachedl40W/m2fromO9:00tol8:00.

Theanthropogenicheatemissionwasreducedtol1.7W/m2aftertheintroductionoftheproposed
system.Thisresultindicatesthat,indaytime,morethanlOOW/m'ofthesensibleheatfluxfrom

antropogenicheatcouldbereducedbyusingtheproposedsystem.

1．緒言

1997年京都で行われた気候変動枠組み条約第3回締

約国会議(COP3)において，日本は国際公約として

CO2排出量を1990年レベルに対して6%削減すること

で合意した．地球温暖化ガス排出削減は，地球規模で

全人類が協力して解決すべき課題としてますます対策

が急がれている．日本における温暖化ガス排出削減ポ

テンシャルは，技術の熱力学的限界を考慮すると冷暖

房需要（主に都市部)，廃棄物，リサイクル，植林と

いった技術と社会システムに関連する部分が大きいこ
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とが示されている』)．特に，建物の断熱が向上すれば

熱負荷が減ること，冷房に必要な最小エネルギーは逆

カルノーサイクルの効率と考えて良いことから現状の

鰐壱寳駕薦霧善岩鱸菫臺型
べても決して小さくない．毎年省エネ型エアコンが発

売されるにもかかわらず，夏季最大電力消費量は増加

の一途をたどっている2）ことが端的に示すように，個

別の空気熱源型エアコンの省エネルギー化だけでは省

エネルギーにはなっていないのが現状である．これは，

都市温暖化（ヒートアイランド）によって生じる熱負

荷の増大と冷暖房機器の販売台数の増加が原因であれ

と推定される．個別の対策だけではなくヒートアイラ

ンド対策も含めた総合的都市冷暖房省エネルギーシス

テムの開発が必要なのである．

本研究ではこれらの背景から，冷暖房需要が地域と

しては都市最大である西新宿高層ビル街に，大都市に
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(a)西新宿高層街区1km四方における月別熱需要量図1ケーススタディーエリアの選定範囲
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おけるヒートアイランド対策として有望である3)人工

廃熱削減型の土壌熱源型ヒートポンプを用いた地域冷

暖房システムを適用した場合の設備規模を見積もるこ

とによって土壌熱源型システムのフィジビリティーと

その廃熱削減効果について検討を行った．

2．冷暖房需要の推計
０
０
０

４
２

西新宿高層街区lkm四方（図1)を対象として地

域冷暖房需要を推計した．評価対象とする土壌熱源型

の仮想的な地域熱供給システムが供給する冷温熱の利

用用途は冷房，暖房，給湯用とし，需要の推計は熱負

荷原単位法により行った．年間熱負荷原単位とその月

別・時刻別の変動係数は，建物用途別調査結果4)より

得られた値を採用した．エリア内の建物床面積は，土

地利用現況調査メッシュデータ5)より抽出された床面

積を用いた．熱需要の最大値（最大熱負荷）に関して

も年間熱需要と同様の原単位法6)により推計を行った．

その際には，原単位として年間熱負荷原単位のかわり

に最大熱負荷原単位を用いた．

月別・時刻別の冷暖房熱需要推定結果を図2に示す．

5月から10月までは冷房需要が暖房需要を上回ってお

り，逆に12月から3月までは暖房需要が冷房需要を大

幅に上回っていた．4月と11月はほぼ冷暖房需要が拮

抗していた．西新宿地区の最大熱需要は冷房需要とし

ては平均8,030GJ/day(平均93MW相当,8月),

暖房需要としては平均6,756GJ/day(平均78.2MW

相当，2月）であった．最大需要は冷房負荷が暖房負

荷を上回り，オフィスビル街の特徴が現れていた．年

間全冷房需要はl:05×106GJであった．この推計結果

から，冷房期間は5月1日から10月31日，暖房期間は

12月1日から3月31日，4月と11月は地下熱交換器を

利用しないと仮定して設備規模の計算を行った．
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時刻(hour)

(b)西新宿高層街区における時刻別冷房熱負荷

最大需要:1702MW(8月12時）
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(c)西新宿高層街区における時刻別暖房熱負荷

最大需要:1752MW(2月9時）

図2

3．仮想システムの概要

一般のヒートポンプ冷房機では，消費電力とくみ出

す熱量の比（成績係数;COP)は約3である7).つま

り，室外機は消費電力の4倍の熱を大気に排出してい

る．ヒートアイランドの原因の一つは，冷房廃熱が直
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表1仮定したヒートポンププロセス唾

ヒートポンプ側熱交換器

冷房期:凝縮器､暖房期:蒸発

、‘ 息、

匿霊I
'需之蕊罷:，識

ヒートー

ポンプ■■
…--ﾏー 隼笈毒 曇 雪

I
了
送側

↓ 表2計算に用いた土壌の物性値
U字鋼管型

地中熱交換器

還側は断熱

↑り
還側

図3土壌熱源型ヒートポンプ式地域冷暖房システム

接大気を暖めるためである．もし，冷房廃熱を大気で

はなく他の媒体に排出できれば，従来に比べて消費電

力の4倍もの熱を大気から奪うことになり，夏季のヒー

トアイランド対策となる3)．仮定した土壌熱源型ヒー

トポンプ。式地域冷暖房システムの概要を図3に示す．

ヒートポンプ°により室内からくみ出された熱は熱交換

器でブラインに伝えられ，地中熱交換器から地中へ廃

熱される．ここではヒートポンプ°のプロセス条件を定

め，その温度差を実現する地中熱交換器の設計を行っ

た．年間冷暖房需要を満たす地中熱交換器の規模を求

め，仮定した供給エリア内に地下熱交換設備が設置可

能であるか検討を行った．仮定したプロセス条件を表

1に示す．一般的に冷暖房時に使われている温度設定

とした．

境界条件:管壁で温度一定
中央で断熱条件

図4計算条件

程式は

:－．(窯-黒）（1）
となる．ここで,T[K]は地温,K[m2/s]は熱

拡散係数,r[m]は管中央からの距離である．戸＝

Ri"(:1.25×10-2m)が管の内壁位置,r=R."&(:

160×10-2m)が管の外壁位置，管と管の間隔を2R

[m]とした．初期条件は，測定値8)をもとに地温18

℃一定とした．境界条件は,/､=Rにおいて断熱条件，

『=R｡"@で運転時には温度一定，休止時には断熱条件

とした．一定であると仮定した戸=R･必‘における熱交

換器還側壁温度は，冷房時には最も低い32｡C,暖房時

には最も高い還側のブライン温度10℃（冷房期間，暖

房期間でそれぞれ一定温度）とした．計算に用いた土

壌の物性値を表2に示す．文献値から得られた平均的

な値を用いた．管径は，管径と放熱，採熱量の関係を

調べた文献値9)を参考にして内径25mm,外径32mm,

U字管鋼管型(VP規格品）とした．これらの条件の

4．地中熱交換器設計

4．1地温プロファイルと廃熱採熱フラックスの変化

ヒートポンプの凝縮，蒸発温度は表1に示したとお

りである．なお，ヒートポンプ°システムは地上に別の

蓄熱槽をもち，常に全負荷運転していると仮定した．

地中熱交換器の熱交換量，熱フラックスを見積もるた

めには，本来，鉛直方向と管半径方向の円柱座標系を

考慮した2次元非定常熱伝導方程式を解くべきである

が，ここでは鉛直方向の熱拡散は管半径方向と比較し

て温度差が小さいため無視して，図4に示すような系

に対して1次元円柱座標熱伝導方程式を数値計算によっ

て解き，熱交換器周りの温度分布の経年変化を求め，

熱フラックスと熱交換量を求めた．解くべき熱伝導方

－62－

項目

ヒートポンプ

冷媒温度

熱交換器

地中熱交換器

蒸発

凝縮

温度差

冷房時

暖房時

入口

出口

入口

出口

温度

0℃→5℃

42℃->37.C

5°C

37℃

32℃

5.C

l00C

土壌物性

熱拡散係数［m2／S］

熱伝導［W／mK］

『÷

1垣

3.7×10－7
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下で，時間刻み30秒として5月1日の冷房開始から10

年運転させた場合の計算を行った．

上記のシミュレーションによって計算した地下熱交

換器管間隔の違いによる地温プロファイルの初年度の

変化を図5に示す．管間隔Rが2mのときには，熱交

換器周りの蓄熱体積が十分取れないため，冷房期間中

に土壌平均温度が熱交換器温度の32℃付近まで上昇し

た.Rが3,4,5,6mと広がるに連れて周辺土壌

の年平均温度上昇量は小さくなった．

R｡!4tでの温度勾配と熱伝導率から求めた廃熱，採熱

時熱フラックスの経年変化を図6に示す.Rが2mの

ときには，冷房期間初期には370W/m'もの熱フラッ

クスがあるが，終了時にほぼ熱フラックスがゼロとな

り，冷房能力が不足した．反対にRが広い場合には冷

房期間初期の熱フラックスは200W/m'と2mの場合

の半分程度であるが，終了時にも100W/m'以上の熱

フラックスが確保できるために安定した供給が可能で

あった．熱フラックスは，管間隔が3m以下では1サ
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図7単位熱交換器長さあたりの年間廃熱，採熱量の

経年変化
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図5管間隔が異なる場合の地温分布年変化(1年間）
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年平均地温が定常となることを意味している．

年間廃熱，採熱量の経年変化を図7に示す．管間隔

が4m以上では確かに初期には管間隔が短い3mより

も廃熱量が大きいが，定常時には3mの廃熱量が大き

かった．これは，冷房期間と地中熱拡散係数から考え

られるおよその拡散距離が2.3mであるため,3mの

場合には1サイクルで断熱境界まで熱が拡散できるの

に対して,6mの場合には1サイクルでは断熱境界ま

で熱が拡散できないため採熱時にまだ断熱境界に向かっ

て拡散している熱が回収されないためであると考えら

れた．このように，冷房期間終了時のフラックスと年

間の熱回収量は比例するわけではなく，必要なフラッ

クスを確保できる最短管間隔が望ましかった．

4．2－本当たりの必要管長

冷房期間終了時点，つまり冷房期間で最も熱フラッ

クスが小さい条件でブライン往還温度差5℃となる管

長J[m]を見積もった．ただし，管長j[m]の熱交

換器全域で熱フラックスは一定であるとした．管長J

[m]の見積もりは以下の式を用いた．

q伽吻△T=27rRou職眺祭'露-蝿“ （2）

qp[J/(m3．K)]:ブライン熱容量,"[m/s]:

ブライン管内鉛直線流速,JEn]:管長〃M/(m･

K)]:土壌熱伝導率,AT[K]:ブライン往還温度差

である.zJ[m/s]は管内伝熱を無視できるように

レイノルズ数が遷移領域から乱流領域になる0.1m/s

とした．ブラインから管，管の材質中の伝熱は，土中

の伝熱に比べて速いため，ここでは無視した．ブライ

ンが入口と出口5℃の温度差によって熱交換器一本あ

たりから放出する熱量は約1.5kWである．この熱量を

冷房期間終了時の廃熱フラックスでも達成できるよう

に管長を設定した．冷房開始時の熱フラックスは例え

ば管間隔3mのとき約270W/m2であるため,1本あ

たりの交換熱量は約6kWにも達する．このように，

熱交換器規模は冷暖房初期には過大設備の見積もりと

なっており，実際の運転を想定した場合には使用熱交

換器本数を減らすなどの操作が必要となる．また，前

提条件として，地下水の流れが熱拡散に比べて十分遅

く，熱は熱交換器周辺に蓄熱されると考えた．地下水

の流れが熱拡散に比べて十分速い場合には蓄熱が起こ

らないため，地温は年間を通じて一定であると考えて

良い．その場合，熱交換器と地温の温度差を大きく保

つことが可能なために，設備規模は試算よりも小さく

なる．また，熱交換器最深部以深の地温差（32℃と18

℃）による鉛直熱フラックスが，熱交換器入口から最

深部にかけての地温の上下温度差（5℃）による鉛直

熱フラックスよりも大きいため，熱は熱交換器以深へ

と散逸することが予測される．そのため，計算よりも

管壁と周囲地温の温度差は大きくなると考えられる．

以上のことから，本計算から求められた地中熱交換器

の設備規模は，過大評価であり，最大規模の見積りで

あると考えられた．

求めた必要管長の管間隔による違いを表3に示す．

フラックスがゼロに近い2mでは700m以上の管長が

必要になるが，それ以上の管間隔では3mで230m,

6mでも150m程度の管長となった．これは，十分実

用的な長さであった．

4.3地中熱交換器設置面積の見積もり

7､=R｡"fにおける熱フラックスを(3)式のように

年間冷房期間について積分して単位長さあたりの年間

放熱量H｡"'[J/m]を計算した．年間採熱量HM[J

/m]も同様にして計算した．

恥=鰯鳳筈'噸…脱 （3）

求めたHb"t,H"と管長jから地中熱交換器一本あた

りの採熱，放熱量を計算した．地域から地中に排出さ

れる年間廃熱量は，年間冷房需要の推計1.05×106GJ

とCOPから算出した．ヒートポンプは，可逆過程と

いう極限を考えると逆カルノーサイクルによって運転

されていると近似できる．低温熱源と高温熱源の温度

をm,Zｼとすれば極限においてCOP""は次のように

表される．

表3地中熱交換器規模の見積り（冷房期間,COP=3.2をもとに計算）

設定管間隔必要管長[m]一本あたりの廃熱量[J/本］設備面積[km2]

ｍ
ｍ
ｍ
ｍ
ｍ

２
３
４
５
６

7.4×102

2.3×102

1.7×102

1.6×102

1.5×102

1.2×10!』

4.5×10'0

3.3×1010

2.9×1010

2.8×1010

0.052

0．21

0．53

0．93

1．4

年間冷房廃熱量

1．38×10'5J
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n

COPidecl=踊一、 （4）

n

COPre｡J=り恥一TL
＝りCOPjdeQJ （5）

実際のCOP,w!はこれに効率刃が乗じられて決まっ

ていると理解することができる．例えば，一般家庭で

使用されているヒートポンプにおいて冷房時，凝縮温

度は約40℃，蒸発温度は約5℃である．このとき

COP""は7.9である．これが，圧縮機，熱交換器等に

よる損失によって，40％程度になり，実際のCOPで

ある3.2になる．ここでは，表1に示したプロセス温

度から対数平均温度差を求め，効率〃を40%としてC

OPを計算した.COPを考慮すると廃熱量と採熱量は

次のように表される．

廃熱量＝ ('十志)×冷房需要 (6）

採熱量＝]睾器P×暖房需要（7）
地域からの年間廃熱量を一本あたり採熱，放熱量で除

して，地中熱交換器必要本数を算出し，管間隔から算

出される一本あたりの面積と地中熱交換器必要本数か

ら設置面積を算出した．

本システムを導入した場合の西新宿地区年間地中廃

熱量は約1.38×106GJと推定された．このときの設備

規模は，管間隔が2m,3m,4m,5m,6mのと

き，それぞれ0.052,0.21,0.53,0.93,1.4km2であっ

た.6m以上の管間隔では，設置面積力j西新宿地区の

面積を超えてしまい，現実的ではなかった．対象地域

である西新宿地区の地中熱交換器設置可能な場所とし

て公的機関と分類できる場所（官公庁，公園，教育文

化施設，厚生医療施設）を選んだ場合，これらの全面

積が0.18km2であることと現実的な管長が200m程度

であることから，周辺の道路も利用することで管間隔

を3mとすれば熱交換器の設置が実現可能であった．

地中熱交換器は地温変化が周期的定常に達すると結

局廃熱量と採熱量が等しくなってしまうことがシミュ

レーションの結果から示唆された．ここで，廃熱量と

採熱量を等しいとおくと周期的定常時に供給可能な冷

房需要と暖房需要は次の関係となる．

冷房需要=(,睾器F)'×暖房需要(8)
ここではヒートアイランド対策を目的としているので

冷房需要にあわせて設置面積を求めたが，実際に西新
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宿地区に適用する場合には余剰暖房能力を周辺住宅の

地域暖房に振り分けるなどといった工夫も必要となる．

新しい都市への適用を考えた場合には，都市計画段階

で廃熱量と採熱量を成績係数(COP)も考慮して等

しく設定されていることが望ましい．

土壌熱源型ヒートポンプの設備コストはほぼ地中熱

交換器のためのボーリング費用であると考えてよい3)．

ビルなどの建設前にその土地の地質を調査する目的で，

建設前には必ずボーリングが行われる．その際の費用

はおおよそ，深さ1m当たり,10,000円程度である．

この費用には調査費が含まれるため，今回考えている

ような単純に熱交換器用縦孔を1万本以上掘る場合に

は，当然費用が安くなると考えられる．そこで，今回

の見積もりでは,1m当たりのボーリング費用を5,000

円として見積もった．その結果，管間隔3mのときの

ボーリング費用は約361億円であった．

5．夏季廃熱削減量の見積り

土壌熱源型地域冷暖房システムを導入した場合と個

別に空調設備を導入した場合の人工廃熱量について見

積もりを行い，特に夏季ヒートアイランドに対する廃

熱削減効果を評価した．

5.1各建物における冷房システムの設定

近年における冷房用熱源設備の導入傾向に基づき，

エリア内建物（高層オフィスビル，ホテル，病院等）

について，建物用途・規模別に最も一般的と考えられ

る熱源設備を仮定した6)．そして，熱負荷原単位法に

よる各需要家建物の冷房負荷算定結果と冷房システム

効率(COP)の設定値'のに基づき，冷房廃熱設備か

らの廃熱量を算出した．

西新宿地区の建物は延べ床面積ベースで全体の約70

％が事務所系ビル（事務所，官公庁施設）で占められ

ており，さらにその65％（エリア総床面積の45％程度）

までが床面積100,000m2以上の超高層ビルとなってい

る．一般的に床面積が50,000m2以上の大規模ビルの

熱源機器は，電動圧縮式冷凍機とガス吸収式冷温水発

生機の構成が多く，中小規模事務所ビルにおける冷房

用熱源機器としては，パッケージ型エアコン等の空気

熱源ヒートポンプが近年主流である．また，病院，ホ

テル，商業施設ではガス吸収式の冷温熱発生器が一般

的である．集合住宅，専用独立住宅，住商併用建物に

関しては一般的であると考えられる空気熱源ヒートポ

ンプを設定し，教育文化施設（主に学校）については

ガス吸収式冷温水器を仮定した4)．上述の熱源構成に

－65－



エネルギー・資源568

おいて電動圧縮式冷凍機とガス吸収式冷温水器の廃熱

設備は一般的な冷却塔であるとした．なお，大規模ビ

ルの熱源機器ではコージェネレーションによる廃熱回

収システムの導入事例が増加しているが，設備容量の

設定に際して導入建物の熱受領と電力需要間の関係，

運転パターン（熱主電従または電主熱従）の設定等，

建物個別の複雑な検討を必要とするために本ケースス

タディーでは考慮しなかった．

評価対象エリア内の冷房廃熱を推計すめためには各

種熱源設備のCOPについても設定を行う必要がある．

COPは実用上熱源機器の定格効率（全負荷運転時のC

OP)と，気象条件も考慮に入れた部分負荷特性に基

づき算定されるべきものであるが，その作業は非常に

複雑である．そこで，本研究では既存の検討例を引用

してCOPの設定を行った．亀谷ら'0)は地上12階建て

の中規模事務所ビルモデルを対象として，大阪の標準

気象データを用いた空調熱負荷計算を行い，各種冷房

システムを用いた場合の期間平均COPの推定を行っ

ている．ここでは彼らの計算結果の中から，冷房ピー

ク月である8月におけるCOPを用いて検討を行った．

以上の設定に基づく廃熱量の算定においては，気温

に対して加熱源として直接的な影響を及ぼす顕熱成分

のみに着目した．空気熱源型ヒートポンプについては

廃熱の全量が顕熱で放出されるものとした．また，冷

却塔からの廃熱に関しては一般的な顕熱割合を文献

値?)に基づいて70％と設定した．熱負荷原単位法によ

る建物単位での冷房負荷の算定結果に基づき（9）式

より各建物からの顕熱成分廃熱量を8月の各時刻ごと

に出した．

冷房廃熱量=c::=｣×冷熱需要量
×廃熱中の顕熱割合 （9）

その際，自動車廃熱中の顕熱割合としては発熱量ベー

スで都内の自動車用燃料消費量の60%以上を占めるガ

ソリンの低位発熱量と高位発熱量の比（93.3％，軽油

の場合は93.5％）を設定した．

5.2人工廃熱推計結果

冷房システム廃熱以外の人工廃熱である自動車から

の廃熱は，水野ら'1)の手法により算出したエリア内で

の各時刻における総燃料消費量を熱量換算することで

廃熱量を求めた．算出した冷房システム廃熱と自動車

廃熱を8月の各時刻別に合算して，西新宿地区の人工

廃熱量とした．図8に人工廃熱量の時間変化を示す．

土壌熱源型地域冷暖房を導入した場合には冷房システ
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図8西新宿エリアにおける人工廃熱の日内変化（8

月）

ム廃熱の全量が削減されることから，人工廃熱は自動

車廃熱のみとなる．図8にも示された通り，人工廃熱

源のうちのほとんどが冷房廃熱であった．人工廃熱は

就業時間帯である9時から18時にかけて140W/m2に

も達した．これは，日中の地表面からの顕熱輸送量と

同等の値であった．個別の廃熱を行った場合には76.8

W/m2にも達した平均廃熱量が，土壌熱源型地域冷

暖房を導入した場合には11.7W/m2に減少し,8月

の日平均人工廃熱量の84.7％を削減することが可能で

あった．このことは，土壌熱源型地域冷暖房を導入す

ることによって日中の地表面からの顕熱輸送量にも相

当する'2)人工廃熱量を，ビル街の熱収支を考える際に

は無視できる程度までに削減可能なことを示している．

日中に100W/m2以上もの顕熱輸送量が削減された

場合には，現状の排出場所，ビルの構造，気象条件な

どにもよるが，ある程度地域の気温が下がることが予

想される．したがって，気温降下による2次的な冷房

負荷の軽減が起こり，都市全体の省エネルギーとして

土壌熱源型ヒートポンプが機能することが期待される．

この効果の検討は今後の課題である．

6．緒言

東京で最もエネルギー消費密度の高い西新宿地区つ

いて，土壌熱源型ヒートポンプを用いた地域冷暖房シ

ステムの設備規模と廃熱削減効果について検討した．

一般的に使用されているヒートポンププロセス温度

を仮定した場合の最大地中熱交換器管長と最適管間隔

を1次元熱伝導シミュレーションを利用して近似的に

求めた．その結果，最適管間隔は3mであり，このと

き管長約230m,敷地面積0.21km2が必要な設備規模

であった．ボーリングコストはおよそ361億円であっ

た．公的機関総面積0.18km2と周辺道路を利用して地
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中熱交換器の設置面積を確保することができるため，

西新宿地区に土壌熱源型ヒートポンプを用いた地域冷

暖房システムを導入することは十分可能であった．

特に廃熱によるヒートアイランドが問題となる夏季

について，建物用途，規模別に最も一般的と考えられ

る熱源設備のCOPと熱負荷原単位法を用いてビルご

とに空調設備を導入した場合の西新宿地区人工廃熱量

を算出した．算出した人工廃熱量を基に，西新宿地区

に土壌熱源型地域冷暖房を導入した場合の廃熱削減量

を見積もった．その結果，対策により100W/m2以上

の人工廃熱量が削減であると推測され，大きなヒート

アイランド軽減効果が期待された．
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〔展望・角早説〕

我力謂国α〕ニエネノレギー政策Iこ-つし、-て

WE－NET第皿其月石汗究開発【こ-コし、~て
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k素エネノレギー社会を目子旨して

（1）WE－NET弓プロジェクト第1期研究開発成果………･……･･側)エネノレギー総合工学研究所福田唾三二

（2）学振：未未開拓研究弓プロジェクトα〕展開……･･･……･･･………………………･･･京都大学塩路昌宏

（3）固体声ﾗﾅ子電解質水電角早技術α〕開発…･………･………．．…･…･……………･…･･京者E大学山口幹昌
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（8）水素自動車導入シナリ裁一の研究・……･…………････…･…･･鰯)エネノレキご一総合二匡学研究弓テ逢う也宏

（9）水素燃鍵タービンα〕詮酎-と要素技布行開発…････……･……………･……･…･･三三菱重コニ業㈱一上松一雄

〔研究論文〕

熱α〕多段階禾U用{こおけるえ畠産男u料金…．．………･…･……………･……･………．．…･山梨大学島崎洋一

東京窪コニ大学秋澤淳，柏木孝夫

〔見聞冒己〕

「コニネノレギー負荷平準イヒ【こ閏するヨーロッノ竜調査」Iこ参加し-て…………………東京大学山地憲治

〔霊評〕
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